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要旨：日本の自殺は１９９８年に前年比およそ３割増しの大幅な増加を示して以降、特に男性においては自殺者
数、自殺率ともに統計史上もっとも高い水準で今日に至っている。近年では若年～中堅層（２０～３９歳）の自殺
増加が顕著な傾向として現れており、本稿では既存統計資料の整理を通じてこの現象の追求すべき課題を探っ
ていく。統計資料の整理から見出されるのは、９８年以降、若年～中堅層の自殺率が増加傾向にあるというこ
とは統計上間違いなく、この点は他の年齢層に比較して近年の特徴の一つとして捉えることができる。若年
～中堅層の自殺増加傾向は男女に共通するものであるが、男性の自殺率は女性に比べて約２倍と大きな差があ
る。原因・動機別では、男性は女性に比べて、「経済・生活問題」、「勤務問題」といった経済的な要因の占
める割合が大きい。都道府県単位で見たところによれば、若年～中堅層の自殺率に地域差は少なく、この年
齢層の自殺増加が全国的な現象であるといえる、といった点となる。これらのことから、自殺増加の社会的背
景・その影響力は若年～中堅層に広範囲かつ性別を超えて作用しているが、とりわけ同年齢層の男性に強く作
用しているということがわかる。最後に Baudelot & Establet（２００６＝２０１２）の議論を参照しながら、短い考察
を加えた。
キーワード：若年～中堅層の自殺増加、自殺の男女差、雇用・経済環境
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日本の自殺は１９９８年に前年比およそ３割増しの大幅な
増加を示して以降、特に男性においては自殺者数、自殺
率ともに統計史上もっとも高い水準で今日に至ってい
る。警察庁の統計によれば、１９９８年から２０１１年までの間
に、約４５万人の人々が自らの命を絶っているということ
になる。
また、近年（２０００年代）では若年～中堅層の自殺率が
継続的に上昇する傾向が確認されており、本稿では基本
的にこの年齢層の自殺を対象として、その動向や地理的
な分布等を既存統計資料から確認していく。
参照する既存統計資料――自殺の統計には大きく２つ
の統計があり、一つは警察庁による「自殺統計」１）、も
う一つは厚生労働省による「人口動態統計」である。
「自殺統計」は日本における外国人を含めた総人口を対
象とし、「人口動態統計」は日本における日本人のみを
対象としているため、前者の方が計上される件数が多く
なる傾向にある。
また、「自殺統計」は発見地を基に自殺死体発見時点
（正確には認知）で計上し、「人口動態統計」では住所地
を基に死亡時点で計上している２）。そのため、前者の統
計では県外からの自殺志願者が集まりやすいポイントを
有する地区の自殺者数が突出して多くなるという現象が
起きる。なお、「自殺統計」は捜査等により自殺と判明
した時点で、自殺統計原票を作成・計上し、「人口動態
統計」では、自殺、他殺あるいは事故死のいずれか不明
のときは自殺以外で処理する。死亡診断書等について作
成者から自殺の旨訂正報告がない場合は、自殺に計上さ
れない３）。
こうした統計方法の違いはあるものの、２つの統計結
果を比較した場合、概ね同様の傾向を確認できることか
ら、本稿では統計自体の信頼性について踏み込んだ議論
は行わない４）。
以上の統計の他に、内閣府作成の「自殺対策白書」か
らは、上記２統計を用いた自殺状況の整理・分析、自殺
対策の状況に関する概要を把握することができ、適宜参
照していく。受稿日２０１２年１１月２６日 受理日２０１２年１２月１１日
１ 専修大学文学研究科社会学専攻（Graduate School of the Humani-
ties，Senshu University）
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若年～中堅層の自殺動向に限定してみていく前に、日
本全体の自殺動向を概観しておくことにしたい。図１は
男女別自殺者数の推移を示したものである。
日本の自殺が１９９８年に大幅に増加し、以降非常に高い
水準のまま今日に至っていることは冒頭で述べたとおり
であるが、この図から他に２つのポイントに注目してお
きたい。
一つ目は、戦後の日本の自殺には３つの増加期がある
という点である。最初の増加期は１９５０年代中頃をピーク
に形成され、２つ目は８０年代中頃をピークに形成されて
いる。９８年以降の３つ目の増加期に関しては、その値、
期間ともに最大のものとなっている。
２つ目のポイントとして注目しておきたいのは、自殺
者数の「男女差」についてである。WHOのデータによ
ると、男性の自殺が多いという点はほとんどの国に共通
するポイントであり、日本の男女差が諸外国に比べて特
別に大きいというわけではない５）。しかし、日本におけ
るその差自体は７０年代以降拡大する傾向にあり、９８年以
降は一層の大きな開きを確認できるようになっている。
以上の点は、自殺率（１０万人あたりの自殺者数）にお
いても同様の結果を読み取ることができる（図２）。
自殺の３つの増加期を説明するものとしては、やはり
経済的な要因に求められることが多い。すなわち、５０年
代の増加期については「なべ底不況」、８０年代の増加期
については「円高不況」、９８年以降の増加期については
「平成不況」といった経済的な背景が影響を与えている
という説明である６）。５０年代の増加期については、なべ
底不況と自殺率上昇の時期が若干ずれているが、他の説
明としては「戦前の価値観からの急激な転換」や「青年
期に受けた戦時体験」がこの時期の自殺増加に影響を及
ぼしていた、といったいくつかの説があるようであ
る７）。
たしかに、日本の自殺率と失業率がパラレルな推移を
示すことは広く知られるところであり、９８年の自殺増加
について詳細な検討を行った「自殺の経済社会的要因に
関する調査研究報告書」（内閣府経済社会総合研究所、
２００６）においても、失業に代表される雇用・経済要因の
影響が大きかったと指摘されている８）。
一方の男女差とその拡大傾向についてはどのような事
がいえるのか。かつて、E．Durkheim（１８９７＝１９８５）は
自殺の男女差について、「女性は本質的に伝統に固執し
がちな存在」９）であるということにその理由を求めてい
たが、この点については社会的な背景を踏まえて、より
注意深く検討することが必要であるだろう１０）。我々は若
年～中堅層の動向を確認した後、改めてこの点に立ち戻
ることにしたい。
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次に、日本全体の自殺動向のうち、原因・動機につい
て概観していく。原因・動機については警察庁の「自殺
統計」において推定・集計されているが、２００７年に自殺
統計原票が改正され、１人の自殺につき原因・動機を最
大３つまで計上するようになった。それにより、２００６年
以前の状況と単純に比較することはできなくなったとい
う点に、留意が必要である。図３には２００６年までの原
因・動機別推移を示している。
図２ 自殺率長期推移
出所：厚生労働省「人口動態統計」より作成
図１ 自殺者数長期推移
出所：厚生労働省「人口動態統計」より作成
118 小森田龍生
45
40
35
30
25
20
15
6.3
3.3
6.9
7.5
住居地
発見地
全国平均
完全失業率（モデル推計値）
?
?
??
?
?
?
?
?
?
北
海
道
青
森
岩
手
宮
城
秋
田
山
形
福
島
茨
城
栃
木
群
馬
埼
玉
千
葉
東
京
都
神
奈
川
新
潟
富
山
石
川
福
井
山
梨
長
野
岐
阜
静
岡
愛
知
三
重
滋
賀
京
都
府
大
阪
府
兵
庫
奈
良
和
歌
山
鳥
取
島
根
岡
山
広
島
山
口
徳
島
香
川
愛
媛
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島
沖
縄
0
2000
4000
6000
8000
10000
12000
14000
16000
18000
19
78
19
80
19
82
19
84
19
86
19
88
19
90
19
92
19
94
19
96
19
98
20
00
20
02
20
04
20
06
?
?
?
家庭問題 健康問題
経済・生活問題 勤務問題
男女問題 学校問題
そ の 他 不　　詳
２００６年時点でもっとも多いのは「健康問題」であり、
他の原因・動機と比べて常に、飛びぬけて多い要因とな
っている。９８年に大幅に増加しているが、その後の値は
８０年代中頃の水準に近い。
次に多いのは「経済・生活問題」である。９８年には自
殺件数自体が増えたことの影響を受け、ほとんどの要因
が増加しているが、「経済・生活問題」は９８年以降、そ
れまでの約１．５～２倍程の水準で推移しており、９８年以
降の自殺の特徴として捉えることができるだろう。男性
の「遺書あり」の原因・動機に限ってみれば、「経済・
生活問題」が「健康問題」を僅かに上回り最多となる。
「経済・生活問題」以下には、「家族問題」、「不詳」、
「勤務問題」と続いており、自殺統計原票改正後の２００７
年からについても、その順位や傾向に大きな変化はない
とみなすことができる１１）。
原票改正までは大きく８つの分類が示されるのみであ
ったが、改正後はさらにその内訳として細かい分類も開
示されるようになっている。「健康問題」について２０１２
年発表分の内訳を見てみると、計上されている１４６２１件
（男性８２１４、女性６４０７）のうち、「うつ病」が６５１３件、
「統合失調症」１３１３件、「その他の精神疾患」１２０７件と約
６割を精神疾患が占めている。
なお、同年中の職業別の統計についてもここで確認し
ておくと、「無職者」、「被雇用者・勤め人」、「自営業
者・家族従業者」の順に多く、「無職者」が全体の５９％
を占めている１２）。
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図４に示したのは、都道府県別の自殺率である。山梨
県において「住居地」と「発見地」に大きな差がある
が、他の都道府県ではこの点において特筆すべき程の差
はないと言えるだろう（縦棒の左側が住居地、右側が発
見地、横線が全国平均、折れ線が完全失業率）。
居住地自殺率が３０を上回るのは、青森、岩手、秋田、
新潟の４県であり、首都圏や東海地方、和歌山を除く近
畿地方、高知を除く四国地方等では自殺率が全国平均を
下回っている。こうした地域差は、数値に変動はあるも
のの、近年ほぼ一貫した傾向と見なすことができる。
また、東北３県や新潟、島根等の自殺率が高く、首都
圏や東海、近畿等の都市化・工業化の進んだ地域で自殺
図３ 原因・動機別推移
出所：内閣府「自殺対策白書」より作成
図４ 都道府県別自殺率と失業率（２０１０）
出所：内閣府「自殺対策白書」、総務省「労働力調査」より作成
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率が低いことからは経済状況との関連が想起されるもの
の、たとえば完全失業率との関係を見てみると、明確な
結びつきを確認することはできない。このことは、自殺
と経済的な要因の関係をも否定できるものと言えるだろ
うか。
１９８３～９７年までの都道府県別・市町村別の自殺の標準
化死亡比（SMR）と３０項目の主要社会指標の関係を分析
した松本寿昭（２００８）によれば、各都道府県で SMRの
高い地域（町村）には共通して財政力指数の低さを指摘
できるとされている１３）。財政力指数の多寡と、地域経済
の関連は強いものと考えられるため、自殺と経済的要因
の関連についてここで判断を下すのは早計であるだろ
う。
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次に、年齢階層別の自殺者数推移について見ていくこ
とにしたい。図５は男性の年齢階層（１０歳階層）別自殺
者数推移を示したものである。２０１０年（グラフ右端）の
時点で、上から５５～６４歳、４５～５４歳、３５～４４歳、６５～７４
歳、２５～３４歳、７５歳以上、１５～２４歳、５～１４歳となって
いる。
この図から読み取れることは多く、まず実数の上でも
っとも自殺が多いのは４０代以上の中高年であることが分
かる。ただし、近年（２０００年代）では４５～６４歳までの層
で自殺者数は減少傾向にある。
次に、５～１４歳までの自殺者は一貫して少なく、それ
以上の年齢階層では自殺者数が急激に増加するというこ
とが分かる。また、１５～２４歳の推移はドラスティックな
ものとなっており、１９５０年代中頃には群を抜いて高い値
を示していたものが６０年代にかけて急激に減少し、今日
では自殺の少ない年齢層となっている。
女性の年齢階層別推移についても確認しておきたい。
図６は同じく年齢階層（１０歳階層）別自殺者数推移を示
したものである。
２０１０年（グラフ右端）の時点で、上から７５歳以上、６５
～７４歳、５５～６４歳、４５～５４歳、３５～３４歳、２５～３４歳、１５
～２４歳、５～１４歳となっている。
女性の場合には、僅差ではあるが、年齢が高くなるに
つれ、自殺者が多くなっていることがわかる。１５～２４歳
の推移は男性同様大きな変化を示しているが、実数が男
性に比べて大幅に少なくなっている。また、９８年の増加
幅も男性に比べて明らかに小さく、８０年代中頃の増加幅
も小さい。
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これまで年齢階層別の自殺者数の推移について男女別
に概観してきたが、冒頭で述べていた若年～中堅層の自
殺は増加傾向にあると言えるのだろうか。本稿中におけ
る若年～中堅層とは、２０～３０代を想定しているが、実数
で確認したところでは顕著な増加傾向を確認できていな
かった。
当然のことながら、実数での統計では人口構成の影響
を強く受ける。若年～中堅層の自殺率推移については後
に確認するが、ここでは近年の若年～中堅層の自殺増加
傾向を確かめておきたい（図７）。
２０１１年時点で上から、２０～２９歳、３０～３９歳、１９歳以
下、４０～４９歳、５０～５９歳、６０～６９歳、８０歳以上、７０～７９
歳となっている（２００６年から、６０歳以上が細分化され
図５ 年齢層別自殺者数推移（男性）
出所：内閣府「自殺対策白書」より作成
図６ 年齢層別自殺者数推移（女性）
出所：内閣府「自殺対策白書」より作成
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た）。
このように、人口構成の影響を考慮に入れた場合、近
年、若年～中堅層の自殺が増加傾向にあることがはっき
りとわかり、中高年の自殺は減少傾向にあるということ
を読み取ることができる。ここに、喫緊の課題として若
年～中堅層の自殺について検討することの必要性が見出
される。
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これまで、日本の自殺動向について既存統計資料から
概要を確認してきた。今一度簡単に振り返るならば、戦
後日本の自殺には３つの増加期があり、９８年以降はその
値、期間ともに最大のものとなっていた。また、自殺に
男女差があることは多くの国に共通しているが、日本の
男女差は７０年代以降拡大傾向にあり、９８年以降は一層の
大きな開きが確認できるようになっていた。
原因・動機については「健康問題」、「経済・生活問
題」が多く、「健康問題」の約６割を精神疾患が占めて
いる。職業別には「無職者」が全体の約６割を占める。
地域差という観点からは東北３県等で自殺率が高く、首
都圏や東海等の自殺率が低いということを見てきた。
年齢階層別の自殺者数に目を向けると、男性は年次に
より変動が大きく、実数の上でもっとも自殺者が多いの
は５５～６４歳であった。女性の場合、年次による変動は見
受けられるものの、男性に比べて小幅なものとなり、年
齢が高くなるにつれ自殺者数が増加している。
最後に、１９９８年を基準として年齢階層別の自殺率推移
を確認した。それによれば、９８年以降にもっとも自殺率
が増加しているのは若年～中堅層、２０～３９歳までの階層
であるということが読み取られた。
このように、既存統計資料の概要を確認するだけでも
日本の自殺について多くのことがわかり、それぞれのポ
イントについてさまざまな視点から問いを立てることが
できるだろう。まして、ここで見たポイントは、既存統
計資料の一部について、一面から見たに過ぎず、たとえ
ば、冨高辰一郎（２０１１）は日本の自殺率は「長期的には
減少傾向ですらある」と述べている１４）。これは、人口構
造の影響を考慮に入れるために、１９８０年の人口構造を標
準として OECDが算出した、標準化自殺死亡率の推移
（１９６０～２０００年代）を論拠としたものである１５）。人口構
造の影響を考慮する理由は、高齢者の自殺リスクの普遍
的ともいえる高さによるものであり、人口全体に占める
高齢者の割合が増えれば、全体の自殺率も上昇すること
になるからである。この場合、たしかに９８年以降の自殺
率は過去最高ではなく、５０年代中頃・６０年代初頭から長
期的には減少傾向とみなすことができる。このことは近
年の自殺増加が高齢化の影響によるものであるというこ
とを意味している。しかし、あくまでこれも一つの見方
なのであり、９８年以降の急激な自殺増加を高齢化要因の
みで説明することはできないだろう。また、年齢階層別
の推移を見る場合、全体の人口構成は一義的には関係が
なく、以下で改めて確認する近年の若年～中堅層の自殺
増加が取り組むべき課題となっていることに変わりはな
い。
ここで強調しておきたいのは、自殺統計は見方により
多様な問題設定が可能であり、本稿で注目するポイント
がそのなかのごく限られた一部であるという基本的な前
提である。
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以下、若年～中堅層の自殺動向について確認していく
が、まず「若年～中堅層」の定義について触れておくこ
とにしたい。本稿では、「若年～中堅層」というときに
２０～３９歳までを指して用いており、これは内閣府作成の
「自殺対策白書」（２０１１）中の表記を参照している。ただ
し、同書中では２０～４０歳代前半を指す言葉として用いら
れているが、本稿では４０代前半を除外している。これ
は、この層の自殺率推移が前後の層の中間的な推移を示
すためである（特に男性）。下限について触れておく
と、高校卒業時の１８歳時点、あるいは大学卒業時の２２歳
時点（いずれも標準年限で卒業した場合）で区切るのか
という点で検討の余地があるだろう。したがって、本稿
で用いる「若年～中堅層」＝２０～３９歳という定義は暫定
図７ １９９８年の値を１００とした場合の年齢階層別・自殺死亡
率の推計（男女計）
出所：内閣府「自殺対策白書」より作成
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図８に示したのは、若年～中堅層、男性の自殺率推移
である。この図からは、１９９８年に全階層で自殺率が上昇
し、その後、２００３年頃から再度自殺率が上昇する傾向を
示していることが読み取れる。図７にも示されていたよ
うに、９８年を基準とした場合、特に若い年齢層（２０～２９
歳）の自殺率上昇が著しい。繰り返しとなるが、この期
間、５０～６０代の自殺率は下降する傾向を示している。
また、図８には参考までに１５～１９歳の自殺率推移も併
記している。この年齢層においても９８年には自殺率が上
昇しているが、増加幅は若年～中堅層に比べて低く、そ
の差は近年拡大傾向にあるということにも注目しておき
たい。男性の自殺動向について具体的な数値で確認する
と表１のようになる。
直近の２０１０年から２０１１年の比較では、すべての値が僅
かに減少しているが、９７年から２０１１年にかけて２０～２４歳
の層で、自殺率が約２倍となり、３５～３９歳では実数が大
幅に増加していることを確認できる。
次に、若年～中堅層、女性の自殺率推移について見て
いきたい（図９）。
すると女性の場合にも９８年に自殺率が上昇し、その
後、２００３年頃から再度自殺率が上昇するという傾向を読
み取ることができる。若い年齢層（２０～２９歳）で上昇率
が大きく、図には示されていないが、５０～６０代の自殺率
は下降傾向という点も男性の場合と同様となり、１５～１９
歳との差の拡大という点でも概ね同じとみなすことがで
きる。
ただし、左軸の幅が男性では５、女性では２となって
おり、傾向としては男性同様の傾向が確認できるもの
の、やはり男女の間には歴然とした差が存在している。
ところで、近年上昇している若年～中堅層の自殺率
は、国際比較においてどのような位置付けとなるのか。
表２はWHOの集計をもとに作成した、主要８ヵ国、２５
～３４歳（男女）の自殺率である１６）。各国の集計方法、集
計年次の違いに留意する必要があるため、あくまで参考
表１ 若年～中堅層の男性自殺率推移（対１０万人）
２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳
１９９７年 １５．１（７３１）１９．６（９２７）２１．６（８８５）２５．２（９７８）
１９９８年 ２１．９（１０２６）２５．８（１２５１）２８．８（１２１１）３３．３（１３０１）
２０１０年 ３１．４（１０１４） ３３（１２０１）３２．１（１３４２）３４．９（１７１９）
２０１１年 ３０．４（９６２）３１．６（１１２７）３１．８（１２７７）３４．７（１６８５）
出所：厚生労働省「人口動態統計」より作成、括弧内は実数
表２ 主要国若年～中堅層の男性自殺率（対１０万人）
２５～３４歳（男性） ２５～３４歳（女性）
ロシア （２００６年） ７０．９（７５８４） ９．０（９７４）
日本 （２００９年） ３３．３（２６５７） １４．１（１０８５）
カナダ （２００４年） ２１．５（４７７） ５．３（１１４）
フランス（２００７年） ２１．５（８４３） ５．１（２０４）
アメリカ（２００５年） １９．９（４０５９） ４．７（９２２）
ドイツ （２０１０年） １４．９（７３５） ３．７（１７７）
イギリス（２００９年） １３．９（５６４） ３．４（１３３）
イタリア（２００８年） ８．９（３６１） ２．４（ ９７）
出所：WHO資料より作成、括弧内は実数
図８ 若年～中堅層の自殺率推移（男性）
出所：厚生労働省「人口動態統計」より作成
図９ 若年～中堅層の自殺率推移（女性）
出所：厚生労働省「人口動態統計」より作成
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となるが、大まかな状況を見ておくことにしたい。
これによると、日本の男性自殺率は８カ国中、ロシア
に次いで２位となり、女性では１位となる。少なくと
も、この８カ国との比較において、日本の若年～中堅層
の自殺率は高いということが言えるだろう。
 	
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次に若年～中堅層（２０～３９歳）の自殺の原因・動機
を、警察庁の統計から、２０１１年分について確認しておく
ことにしたい。まず、若年～中堅層の男女合計でもっと
も多い原因・動機は「健康問題」（３０９１件）であり、以
下、「経済・生活問題」（１３３１件）、「勤務問題」（１２０６件）
が続く。
男性に限定してみた場合でも、「健康問題」（１６３８
件）、「経済・生活問題」（１１８４件）、「勤務問題」（１０１０
件）の順に多いが、女性では「健康問題」（１４５３件）、
「家庭問題」（４２１件）、「男女問題」（３３０件）の順に多く
なる。男性に多かった「勤務問題」（１９６件）、「経済・生
活問題」（１４７件）はその後に続いている。
期間と年齢層を広げてみた場合にはどのようなことが
言えるだろうか。平成２４年版の「自殺対策白書」１７）で
は、性・年齢階層別、２００９～２０１１年平均の原因・動機の
割合が示されており、それによると男性では、２０～５９歳
までに年齢階層（１０歳階層）が上がるにつれて、「経
済・生活問題」の占める割合が増え、「勤務問題」は年
齢階層が上がるにつれて僅かに減少するという傾向が見
受けられる。「健康問題」については、この年齢階層中
では３０～３９歳で最多となっている。
一方、女性では「健康問題」と「家庭問題」の占める
割合が大きいが変化は相対的に小さく、「経済・生活問
題」が年齢階層の上昇とともに増加、「男女問題」、「勤
務問題」が年齢階層上昇に伴い減少するという傾向が見
受けられる。２０～２９歳と４０～４９歳の比較では「男女問
題」と「経済・生活問題」の占める割合が逆転してい
る。
簡単に整理しておくと、男性は女性に比べて、早い段
階から「経済・生活問題」、「勤務問題」といった経済的
な要因の占める割合が大きい。男女の共通点としては、
年齢階層の上昇とともに「経済・生活問題」が増加し、
「勤務問題」が減少するといった点が挙げられる。
職業別では無職（３４８４）、被雇用者・勤め人（３３１２）、
学生（５４９）の順に多い。若年～中堅層で無職者と被雇
用者・勤め人の割合はおよそ半々と見ることができる
が、４０～５０歳代では無職者の占める割合が大きくなって
いる（２０１１年中、警察庁統計）。
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最後に、若年～中堅層の都道府県別自殺率について独
立行政法人、国立精神・神経医療研究センター精神保健
研究所自殺予防総合対策センターの資料１８）から確認して
おきたい。
まずは、図１０に１９９８～２００９年までの、５５～６４歳、男性
の都道府県別自殺率を１９９８～２００２年、２００３～２００７
年、２００８～２００９年の３つのグループに分けて示してい
る。なお、ここで用いられている自殺率は、「ベイズ推
定」による自殺率となる１９）。
青森、岩手、秋田、新潟の４県等で自殺率が高く、首
都圏や東海地方等で相対的に低くなるという点は、先に
図４で確認した日本全体の傾向と概ね重なる。また、こ
の年齢階層においては、年次が新しくなるにつれて自殺
率が低くなるという点もこれまでに見てきたことと整合
する。次に同期間、２５～３４歳、男性の都道府県別自殺率
図１０ 都道府県別自殺率（男性 ５５～６４歳）
出所：自殺予防総合対策センター資料より作成
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を見てみたい（図１１）。図に示されている自殺率は同じ
く「ベイズ推定」による自殺率である。
こちらの図においても東北で自殺率が高く、首都圏で
低くなるという傾向を読み取ることはできるが、注目す
べきは図１０（５５～６４歳）に比べて都道府県による差が明
らかに小さいという点である。そのことは、３グループ
のいずれにおいても同様であり、少なくとも、１９９８～２００９
年の期間における、一般的傾向と見ることができるだろ
う。ここでは紙幅の都合により、女性の図を示していな
いが、これは女性にも当てはまる傾向となる。
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本章では若年～中堅層を２０～３９歳と暫定的に定義した
上で、その自殺動向を概観してきた。ここで今一度整理
しておくことにしたい。
まず、我々は若年～中堅層の自殺率が２００３年頃から男
女ともに上昇する傾向を示しているということを確認し
た（図８、９）。他の年齢階層との比較では、たとえば
５０歳代、６０歳代は自殺率の上で減少傾向にあり、２０歳以
下との自殺率の差は拡大する傾向にあるということをみ
てきた。この点も男女に共通した傾向であり、他に若年
～中堅層のなかでも、特に低い年齢階層において自殺率
の増加幅が大きいという点が共通していた（９８年以降に
おいて）。なお、男女差という観点からは、全体の場合
と同じく、自殺率自体の差が大きく、男性の自殺率は女
性のおよそ２倍程度となっていた。
原因・動機についてみたところ、男女ともに「健康問
題」がもっとも多いという点、年齢階層の上昇とともに
「経済・生活問題」が増加し、「勤務問題」が減少すると
いった点で共通しており、男性は早い段階から「経済・
生活問題」、「勤務問題」といった経済的な要因の占める
割合が大きいということを述べてきた。職業別では無
職、被雇用者・勤め人の割合がおよそ半々であり、４０～
５０歳代に比べて被雇用者・勤め人の割合が大きいという
ことを指摘した。
最後に、若年～中堅層の都道府県別の自殺率について
確認したところ、５５～６４歳に比べて明らかに地域差が少
ないということがわかった。このことは、日本の自殺率
の地域差に対する高齢化要因の影響の強さを示唆してい
ると見ることもできるが、本稿の関心に従うところで
は、若年～中堅層の自殺増加に特筆すべき程の地域差は
無く、全国的な現象であるという点が重要である。
4
これまで既存統計資料の確認を通じて、近年の若年～
中堅層の自殺動向について雑駁ながら要点を整理してき
た。一連の作業を通じて見出されたポイントは、端的に
述べると以下の４点にまとめることができるだろう。
９８年以降、若年～中堅層の自殺率が増加傾向にあ
り、他の年齢層に比較して近年の特徴の一つとして捉え
ることができる。若年～中堅層の自殺増加傾向は男女
に共通するものであるが、男性の自殺率は女性に比べて
約２倍と大きな差がある。原因・動機別では、男性は
女性に比べて、「経済・生活問題」、「勤務問題」といっ
た経済的な要因の占める割合が大きい。都道府県単位
で見たところによれば、若年～中堅層の自殺率に地域差
は少なく、この年齢層の自殺増加が全国的な現象である
といえる。以上の点から、近年の自殺増加の社会的背
景・その影響力は若年～中堅層に広範囲かつ性別を超え
て作用しているが、とりわけ同年齢層の男性に強く作用
しているということがわかる。
では、肝心の社会的背景とはどのようなものなのか。
若年～中堅層の自殺増加や男女差は何を意味しているの
か。ここでは、研究ノートという性質上、問題提起のみ
となってしまうが、同様の視点から考察を行っている仏
の社会学者、Baudelot & Establet（２００６＝２０１２）の議論
図１１ 都道府県別自殺率（男性 ２５～３４歳）
出所：自殺予防総合対策センター資料より作成
124 小森田龍生
を整理して本稿を結ぶことにしたい。
Baudelot & Establetは各国の自殺動向の比較研究か
ら多くの興味深い指摘をしているが、その中の一つとし
て、「２０世紀の最後の四半世紀は、１５０年以上にわたって
世界の統計が普遍的な所与とみなすよう促してきた関係
――年齢が上がるにつれて自殺率が規則的に上昇すると
いう関係――をくつがえした」２０）と指摘している。ま
た、男女の自殺率の差については、イギリス等を例にあ
げながら、１９７５年以降若い男性の自殺率が上昇し、「女
性では、変化の様相は相似しているものの、変化の規模
は男性より小さい」と指摘する２１）。本稿で確認してきた
日本の自殺に関する動向は、時期の違いはあれども世界
的に共通する傾向と重なるものであったということにな
る。
では、そこにはどのようなメカニズムが働いているの
か。Baudelot & Establetは、自殺率を変化させる諸要
因は、男性・女性といった生得的な定常性に求められる
ものではなく、男女にほとんど同じやり方で作用してお
り、女性がその要因から「守られている」のだと述べて
いる２２）。この指摘の背後には、雇用・労働を通じて社会
に統合され、個人的アイデンティティおよび自尊心を形
成するという、ロナルド・イングルハートの「創造的個
人主義」に由来する社会観がある２３）。
つまり、若年～中堅層の男性の自殺率が世界各地で上
昇しているのは、１９７０年代後半以降の経済成長の鈍化と
再編成により、この年齢層の雇用が不安定化する中で
「社会生活の諸要請と個人的運命との重大な矛盾」２４）が
生じていることに起因するということであるが、この説
明は拙著論文２５）で取りあげた事例にみられたメカニズム
と整合的である。
女性の自殺率が男性に比べて低く、変動も大きくない
のはなぜなのか。日本においても８６年の男女雇用機会均
等法施行等、この半世紀ほどの間に女性を取り巻く状況
は向上しているように思われるが、自殺率はわずかな上
昇を示すに留まっている。
この点について、Baudelot & Establetは労働市場に
おける女性への不平等が相変わらず存在していることを
指摘し、このことが女性たちを自殺から守っているとい
う見方を提示している２６）。つまり、女性は男性に比べて
就労を要請される圧力が弱く、雇用・経済状況が悪化し
ても精神的な矛盾に陥りにくいということが女性の自殺
率の低さに関係しているというのである。
たしかに、日本の女性のおかれている状況をみれば、
女性の非正規雇用割合が男性に比べてはるかに高く、雇
用機会均等法が施行されたとはいえ相変わらず不平等な
社会構造が存在していることは明らかである。むろん、
より遡って雇用慣行の歴史をみても、いかに女性が労働
市場において軽視されてきたかということがわかる２７）。
以上、Baudelot & Establetの議論を参照しながら日
本の若年～中堅層の自殺についてごく短い考察を加えた
が、現段階では男女差と雇用・経済環境の関連について
一面的な問題提起をしたに過ぎない。今後は、こうした
視点を足がかりとして、若年～中堅層の自殺増加の社会
的背景をより具体的に明らかにしていきたい。
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